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店　　　　名 売場面積 売　上　高 売場効率推定
m2 百万円 百万円 千円／m2 ・計算式
X0年平均売場効率X西武クレジット志澤店 9，032 9，99711，554 1，707
丸井小田原店 7，53610，42011，487 1，851 （・・1講蕪翻
ニチイ小田原店 5，658 5，3685，367 949
長崎屋小田原店 4，326 3，101 3，531 1，057
4社合計 26，55228，88631，939




















2次商圏 66，195 30％ 44，755 218，108 976，1426．78％
3次商圏 22，065 10％ 86，080 218，108 1，877，4741．18％









1／2 171，385 185，726 218，108
資料：東洋経済『’92地域経済総覧』1991年より作成
　　　　　小田原市の商業人口
　　小田原市の1988年3月末行政人ロ
ー1翻絵一・・36
　この指数が1．0を超えれば周辺の市町村からの集客があり，商圏が広いことを意味する。
　逆に指数が1．0を下れば，④市の商業地に核店舗が不足している。◎市の商店街が未発達。⑳市の
商店街全体が老化現象をきたしている。等が考えられる。人口10万人以上の都市では1．15程度が平均
である。この意味で小田原市の集客範囲が商圏として広いと言える。商圏が広ければ広いほど，商店
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一514一
街に顧客が集中し繁盛する。
⑤小田原市の大型店占有率
　　第1種大型店の面積
　　全小売業の総面積
一誘畿睾・1・・％一・7・・％
　この占有率は，大型店過密都市の状況を判断する目安として利用するものである。占有率は，人口
5～10万人都市で30％程度，人口10～20万人都市で34％程度，人口20～30万人都市で38％程度が平
均である。小田原市の場合では，平均と比べて6．6ポイソトの差があり，大型店占有率が低いといえ
る。
　⑥小田原市における第1種大型店の類似都市並み適正面積
　　全小売業の売場面積×平均占有率一既存大型店面積
　　　　　　　　　　1一平均占有率
一173，185m2Eテ4乳486m2－17，268・m・
　大型店占有率の平均に合わせて，出店面積を逆算してみた。この結果として小田原市の場合には，
17，268m2の商業施設が必要である計算が成り立つ。
　②　新店舗売上高予測
　出店時（1995年）における新店舗売上高を予測する。算出に対しては，次の資料を使用した。
①新店舗の売場効率
　小田原市の大型店4社平均売場効率から1995年の推定額1，471千円／m2を算出して使用する（図表
皿一5－1）。
　②新店舗の売場面積
　小田原市における第1種大型店の類似都市並み適正面積（同ページ上記参照）17，268m2より出店
時売場面積を18，000m2と仮定する。
　③新店舗の初年度売上高予測
　売場効率×売場面積＝初年度年間売上高’
　1，471千円／m2×18，000　m2＝　26，478百万円
　月平均売上高では220，650万円となる（図表皿一5－2）。1995年の他店売上高を予測すると西武ク
レジット志澤店は，月平均売上高て128，480万円，丸井小田原店は，月平均売上高で116，243万円の
数値となる。計画地の立地条件および競合条件から推定して，地域1番店の売上高は確保できる。
　④新店舗の売上高に対する商圏の割合
　売上高に対する商圏の割合は，競合店の状況，新店舗の駐車能力，あるいは道筋等で変化する。通
常の割合は，第1次商圏60％，第2次商圏30％，第3次商圏10％が平均値である。
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　⑤推定世帯数
　1995年の商圏内の推定世帯数は，図皿一4－1の数値を利用する。
　⑥小売消費支出額（月平均）
　1995年の小売消費支出額（月平均）は，神奈川県勤労者1世帯当り消費支出額（月平均）より推
定した。ところで消費支出額は，④商品を買うための支出，◎サービスその他を買うための支出が一
緒に混っている。小売業の支出は④だけでいいので，調べた支出額の半分を棄てることにする（図表
皿一5－3）。
　⑦新店舗の潜在購買額
　ここの商圏内の消費者全体の買物支出額。言いかえると，新店舗に商圏内の全世帯が買物に来店し
たら，1ヶ月当りどのくらいの金額になるかという意味である。
　⑧新店舗の占拠率
　第1・2・3次商圏別における顧客の新店舗吸引力。ここでは月平均売上高220，650万円を達成するた
めに，各商圏から必要な顧客吸引力の目安である。
　（3）新店舗出店の展望
　これらのデータを見るかぎり計画地は，ハード面で立地条件として好適地だといえる。消費者にと
って魅力ある店づくり，商店街の「核となる条件」の品揃え等，ソフト面の充実が百貨店と中小小売
店を共存共栄させることができる要因である。百貨店の魅力で，いかに新規顧客を集めることができ
るかは，核店舗の使命であろう。しかし，資本の論理で行動せざるえない百貨店に伝統的な地域社会
をリードし，育成しつつ，個性ある街づくりをすべて求めるのは，無理な面があるかもしれない12）。
だが，百貨店の出店を論ずる場合には，④その地域に根ざす人々の消費と流通の問題，◎既存商業集
積地の活性化の問題，◎都市間競合の問題，◎企業戦略の問題，等を広く波及させ，大きな視野で論
ずる必要がある13）。その地域に「○○○百貨店だけが」果たしうる役割・貢献が存在するからこそ，
消費者，商店街，地方自治体は，出店を待ち望んでいるのである。そして，出店する百貨店は，小田
原都市圏の地域経済，地域社会，地域文化を発展させる原動力となることである。地域と共に生きる
百貨店こそが21世紀に生き残る百貨店であろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）　　°
1）　パシフィック商業開発『小田原駅前計画調査報告書』1990年，参照。
2）　蓼沼朗寿著者『地域政策論』〔第2次改訂版〕，学陽書房，1991年，157ページ。
3）奥野隆史著者『交通と地域』大明堂，1991年，13ページ。
4）戸所隆著者『商業近代化と都市』古今書院，1991年，220，170ページ参照。
5）大川照雄著者『21世紀への街づくり発想』同友館，1991年，6～7ページ参照。
6）前掲『21世紀への街づくり発想』11ページ参照。
7）渥美俊一著者『チェーソストア出店とSCづくり』実務教育出版，1992年，12ページ。
8）室井鉄衛著者r商圏の知識』日本経済新聞社，1979年，50ページ。
9）前掲『商圏の知識』50，52ページ参照。
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10）東洋経済『’92地域経済総覧』1991年，参照。
11）板倉勇著者r大型店VS．商店街《改訂版》』中央経済社，1990年，196～198ページ，202～203ページ参照。
12）前掲『商業近代化と都市』117ページ参照。
13）前掲『大型店VS．商店街《改訂版》』186ページ参照。
N　都心店の将来展望
　　一百貨店を中心にして一
　1．百貨店における将来の課題
　資本主義経済は，経済の合理性を基本とする自由競争を前提とした体制である。企業が競争力をも
ち，存続し成長発展するためには，経済的合理性をもたなければならない1）。
　百貨店は，消費者に対して経済的合理性（どれだけリーズナブルな価格で，顧客に満足してもらえ
る商品・サービスが提供できるか）を発揮できる経済的機能を果たすところに意義がある。規制緩和
の潮流やバブル経済崩壊後のなかで，歴史的にかつて経験したことのない環境変化に，百貨店がいか
に対応していくかが最大の課題となっている。
　（1）低収益経営体質からの脱出
　百貨店の経営は，固定比率が比較的高い構造にある。今日の状況下においては，①売上げ伸び率が
低い，②粗利益改善が進まない，③人件費比率が上昇する，等により安定収益を維持することが非常
に難しいといえる2）。
　それには，ヒト，モノ，カネ，情報を効果的に組み合わせることにより高い生産性をあげ，機会利
益を確保する低経費高収益型の体質を作る必要がある。
　（2）標的顧客を絞り込みできない営業体質
　顧客特性化政策の遅れのために，パーソナルな顧客に接近し，需要創造型のマーチャンダイジソグ
が十分に展開されていない3）。顧客データベースを活用した顧客の満足を提供する攻めのマーケティ
ソグ戦略であり，自店の差異的優位を確立することである。
　（3）部門別組織の硬直化
　経営組織の肥大化による情報の歪みや遅れ，あるいは経営中枢部と売場サイドとの判断のズレや意
思疎通の不足である4）。これからは「何をどう売る」というマーチャンダイジソグ機能よりも，その
まえに「何が求められている」かという需要発見機能を優先しなければならない。そのためには，ピ
ラミッド型，商品別タテ型組織ではなく，ヨコ型で，外部に開かれたネットワーク型の創造性重視型
の組織変革が必要である5）。
　（4）情報体質化の遅れ
　商品の1つひとつ，顧客1人ひとりに関する個別情報が正確に把握できていない。商品や顧客に
関するきめ細かな情報収集力，情報分析に対して，どのような商品（適品）をどれたけ（適量），い
つ（適時）提供したらよいかを明かにしていくためには，きわめて重要なのである6）。顧客ニーズ動
向を的確にとらえる情報システムの構築が，高付加価値，高粗利益のマーチャンダイジソグに必要不
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可欠である。
　現代経済社会において，百貨店が存続しうる要件を確保するためには，いかにして経営環境に対応
した機動的・弾力的な行動がとれる企業であることが重要である。ゆとりと豊かさのある国民生活実
現のために，消費者との接点に立ち，消費者の声をくみ上げて消費者に情報をつなぐ百貨店に対し
て，「社会をリードする主導的役割」7），すなわちリーディソグインダストリーとしての成長と役割が
望まれる。
　2，百貨店戦略の方向
　市場構造の変化によって，百貨店においてもマス（大量）という規格化，大規模化，大衆化の下で
の「規模の利益」追求から，ハイテク・情報をキーとした脱規格化，多様化，分衆化への中での「範
囲の利益」追求へと変化している8）。今後，百貨店の経営戦略として，ニーズ志向の企業行動の必要
がますます強まってきており，（1）新分野進出の多角化。（2）出店・リニューアルを含めた商業施設の開
発。2つの方向を進むことが予想される。
　（1）新分野進出の多角化
　市場のニーズは絶えず多様化しており，ニーズに関する情報を収集して積極的な経営展開をはかろ
うとすると，従来の事業範囲にとどまることができなくなった9）。百貨店は，リストラクチャリング
の過程で利益機会を求めており，経営の多角化が進んでいる。
　そのためには，企業グループ内はもちろんのこと，産業の枠を越えた連携が必要である。異業種企
業が交流し，相互の経営ノウハウ，顧客情報等を提供しあう「異質の融合化」である。「融合化」の
目的は，百貨店業への相乗効果と，百貨店業とは直接関係なくても，既存の経営資源（遊休土地，店
舗，人員，情報等）を既存の利用方法にとらわれることなく，最有効利用することで収益構造改善・
効果を生むことである。
　多角化は事業規模の小さいものが多く，21世紀の百貨店にとって柱となるものを，容易に見出し
にくいかもしれない。しかし，将来への布石として，あるいは組織内企業家といった新しいタイプの
人材育成の場として機能させるなど，その戦略的位置づけは重要であるlo）。百貨店は，それぞれの
事業特性に応じて，百貨店業と相互補完性を発揮しながら育成・強化しなければならない。
　（2）出店・リニューアルを含めた商業施設の開発
　小売業はよく「変化適応業」であるといわれる11）。それを特徴づけたものに新しいマーケット環
境に適応した出店・リニューアルによる商業開発がある。歴史的にいくつかの代表する事例を挙げて
みると，①業界の常識を打ち破り，横浜駅西口の瓦礫が残る一角に高島屋と相模鉄道との合資で横浜
高島屋を出店（1959年）。②日本初の本格的郊外ショッピングセソターとしてオープソした玉川高島
屋SC（1969年）。③百貨店のリニューアルブームの先鞭をつけた西武百貨店池袋店9期増築計画
（1974年）。④有楽町マリオンに，情報発進基地としての性格をもった西武・阪急の2店舗が同時出
店（1984年）。⑤新宿西口への都庁移転を機に新都心型百貨店へと脱皮した小田急百貨店新宿店
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（1987年）。⑥百貨店は街づくりのインフラストラクチャーとして日本最大の83，000m2の売場面積を
持った東武百貨店池袋店（1992年）。等である。
　百貨店が今日まで生命力を失わずに残ってこられたのは，経済的・社会的・文化的環境変化に対し
て，業態性格を戦略に変更してきたからである。そして，近代都市のシンボルとしての機能を発揮す
べく，百貨店機能の革新に自助努力してきた結果でもある12）。
　リニューアルというのは店舗更新はがりではなく，そこに活気を吹き込むことも含まれている。そ
の要素は，①マーチャンダイジング・コンセプト。②ビジュアル・プレゼソテイション。③ハイタッ
チ・サービス。④イソフォメーショソ。⑤スタッフ・クリーンネス。等のストア・イメージアップで
ある。旧来の「百貨店」から生活の仕方や生活テーマを売る「百科店」への転換が望まれる。必要欠
くべからさる投資を節減したため，得られるべき利益を失っていないかを検討してみることが大切な
のである13）。百貨店は，21世紀に生き残るために，年間売上高の10～15％をリニューアル投資に向
け，経営の革新を続けると予想される。
　3．むすび
　企業の経営基準は，売上高，売上高成長率，販売シェア等の量的基準であった。最近は，売上高利
益率，投資利益率などの利益基準が，次第に重視されるようになっている。
　しかし，それらは「売り手の論理」に立つ基準であって，必ずしも「買い手の論理」に立つもので
はない14）。百貨店業の介在する流通システムは，百貨店と消費者の経済活動が，神の「みえさる手」
（invisible　hand）に導かれて調整されているのではない。
　百貨店による商品・サービスと消費の具体的な連結機能（visible　handshake）を通して調整されて
いるのである15）。それは，消費者ニーズに対応した要素を加味できるその企業，その店舗なりの自
主編集マーチャソダイジングの構築であろう。また，最近主張されるようになっ準顧客満足（cus－
tomer　satisfaction，以下rCS」と略す）の本質であるかもしれない。　CSは，システムでは対応でき
る部分も多いが，最終的には従業員の対応で決まる。従業員の満足（employee　satisfaction）を高め
て行かないかぎりCSの向上はありえない。顧客からみて，その百貨店の従業員が生き生きと仕事を
しているかどうかが重要なファクターと考えられる。従業員の顧客への満足のゆく応対は，従業員の
満足が無ければ不可能なのである16）。逆さまのピラミッドで考えるならば，経営者や管理者は従業
員を大切にすること，そうすれば従業員も顧客を大切にするだろうといえる。従業員満足と顧客満足
が両立できてこそ，本当の意味で一流店として自負できる顧客第一主義の店舗なのである。
　百貨店は，消費者需要の高度化，多様化が進展し，社会経済環境のソフト化，サービス化が進行す
る状況を的確にとらえる必要がある。それを基盤に，将来を予測した対応策を確立しなければならな
い。ゆとりと豊かさのある生活実現のために，豊富な生活情報があり，消費者と共生できる新鮮な店
舗こそだけが，21世紀を生き続ける百貨店になるだろう。
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（注）
1）　百瀬恵夫著者『中小企業組合の理念と活性化』白桃書房，1989年，169～170ページ。
2），3）　小山周二稿「百貨店の戦略転換」，久保村隆祐・流通問題研究協会編老『21世紀の流通』日本経済新聞社，
　　1991年，111ページ参照。
4）　三村優美子稿「小売業はこう変わる」，久保村隆祐・流通問題研究協会編者『21世紀の流通』日本経済新聞
　　社，1991年，48ページ参照。
5）　小山周二稿「百貨店の戦略転換」，久保村隆祐・流通問題研究協会編者『21世紀の流通』日本経済新聞社，
　　1991年，112ページ参照。
6）百瀬恵夫稿「高度情報社会と中小企業」，百瀬恵夫・伊藤正昭編著『中小企業論』白桃書房，1991年，258
　　ページ参照。
7）　日経流通新聞，1991年5月28日号，参照。
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